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◆第81回定期全国大会決定事項に基づく申し入れ 

 

【中・四国地方支部】山口県に申し入れ 

主な申し入れの内容 

▽船舶燃料油対策等の減免措置、海上公共交通への支援政策の実現 

▽フェリー・旅客船の維持存続に向けた支援策 

▽日本人船員の確保・育成に向けた住民税減免措置の実施 

―などで、鈴木隆之中・四国地方支部副支部長、岡本裕二中・四国地方支部次長が、申し入れの趣旨を詳細に説明

し各項目について強く要請した。 

 

【活動方針の具現化に向けて】 

 中・四国地方支部は、昨年の12月17日に山口県へ第81回定期全国大会決定事項に基づく

申し入れを行い、井上剛山口県議会議員にご同行いただいた。 

山口県側は、観光スポーツ文化部交通政策課の伊藤香緒利課長と総務部税務課の諏山和史

課税班長がご対応され「大規模災害時におけるフェリー・旅客船等の重要性については十

分理解しており、西日本豪雨災害や大島架橋が事故により通行できなくなった際は、船舶

で緊急物資の輸送を行っていただき感謝している」とした上で 

▼国のガイドラインにのっとり、県内の旅客船会社が行った新型コロナ対策にかかった費

用を県が負担することや４月から９月の港湾使用料を免除するなどの対応を行っており、

今後も必要な支援を行っていきたい 

▼観光振興策の一環として、プレミアムフェリー券を発行し、県内・県外住民のフェリー・

旅客船に対する需要喚起に努めている。今後も引き続き各航路の維持・活性化に向けた

施策を検討していきたい 

▼住民税の減免措置については、すでに導入している自治体の制度・導入経緯について調

査を行ったが、税金は公平性と各人の担税力に応じて課するものであることから、導入

は難しいなどの考え方が示された。 
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